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中澤：中澤でございます。私より 2026 年 3 月期の業績概況、2027 年 3 月期の業績予想につきま

してご説明をさせていただきます。なおこのパートにつきましては、昨日の決算数値説明会でご説

明をさせていただいておりますし、この後新しい中期経営計画のご説明もございますので、内容を

少々コンパクトにしてご説明をさせていただきます。何卒ご了承ください。 

 

スライド 4 は、決算ハイライトになっております。 

まず連結でございます。売上高は 3 月 2 日に発表いたしました修正予想をクリアし、売上総利益は

額、率ともに前年を超過いたしました。減価償却費、宣伝販促費、人件費等のコスト増加要因があ

ったものの、販管費率を前年水準に抑え、営業利益以下の各利益につきましては、修正予想、前年

実績ともにクリアしております。 

次の売上総利益率でございます。こちらは連結ベースでは前年から 0.3 ポイント改善し、52.4%に

なりました。 

アウトレットにおける過年度在庫の消化負担があったものの、ビジネスユニットの改善、子会社の

良化が進み、連結ベースでの前年超えに繋がっております。 

次に UA 社単体でございます。売上高は計画を超過し、前年から 2 桁増となりました。 

売上総利益率は前年と同水準だったものの、販管費のコントロールがききまして、営業利益以下の

各利益が前年計画を超過いたしました。既存店についても、売上客数、客単価の全てにおいて前年



 
 

を上回り、インフレの加速や天候不順など厳しい環境が続く中、安定した実績を残すことができま

した。以上が決算ハイライトになります。 

 

ではここから決算数値のご説明となります。 

まず連結の実績でございます。売上高は 1,646 億円、前期比 109.1%、連結売上総利益率は 52.4%

で、前年から 0.3 ポイントの改善となりました。 

 



 
 

連結営業利益は 91 億円、前期比 114.3%、売上比は前年から 0.3 ポイント改善の 5.5%でございま

す。親会社株主に帰属する当期純利益は、連結子会社である株式会社コーエンにつきまして、当社

が保有する全株式を、ジーイエット株式会社へ譲渡したことにより、特別損失、関係会社株式売却

損が発生した一方、過年度に計上しておりました当該会社に関わる株式評価損および貸倒引当金に

ついても、税務上損金算入されることで、法人税等が大幅に減少したため、親会社株主に帰属する

当期純利益は 61 億円、前期比 142.7%、売上比は 3.7%となっております。 

 

こちらは連結 PL でございます。詳細はスライドのとおりでございます。なお今期の特別損失 19.7

億円の主な内訳でございますが、関係会社株式売却損が 10 億円、減損損失が 7.1 億円、固定資産

除却損が 1.3 億円の内訳となっております。 



 
 

 

こちらは第 4 四半期、3 カ月の連結 PL でございます。詳細はスライドのとおりとなっておりま

す。 

 

こちらは、売上総利益率の詳細でございます。 



 
 

連結売上総利益率は 52.4%で、前年同期から 0.3 ポイントの改善、UA 社単体は前年と同水準の

52%、ビジネスユニット計は第 3 四半期の好調な実績により 0.3 ポイントの改善、アウトレットは

過年度在庫の増により前年から 0.7 ポイントのマイナスとなりました。 

株式会社コーエンにつきましては、商品評価損の拡大などがあった前年からの反動もありまして、

3.6 ポイントの改善、そして UA 台湾社は 1.3 ポイントの改善となっております。 

 

こちらは、第 4 四半期、3 カ月の売上総利益率となっております。詳細はスライドのとおりでござ

います。 



 
 

 

こちらは、連結の販管費でございます。 

販管費トータルで 771 億円、前期比 109.1%、売上比は前年と同水準の 46.8%となっております。

広告宣伝の強化による宣伝販促費の増、人員数の増やベースアップに伴う人件費の増、売上増に伴

う賃借料の増、基幹システムの刷新や本社移転、そして出店などによる、減価償却費の増などによ

るものでございます。 

 



 
 

こちらは、第 4 四半期、3 カ月の連結の販管費となっております。詳細はスライドのとおりでござ

います。 

 

こちらは、連結の BS でございます。こちらも詳細はスライドのとおりとなっております。 

なお、コーエン社の株式譲渡によりまして同社の資産・負債等につきましては、期末時点において

は除外されているという状況でございます。 

また BS の詳細につきましては、昨日発表しております決算短信を併せてご参照いただければと思

います。 



 
 

 

こちらは、連結キャッシュ・フローになっております。 

営業キャッシュ・フローは 55 億円のキャッシュイン、投資キャッシュ・フローにつきましては 96

億円のキャッシュアウト、そして財務キャッシュ・フローは 8 億円のキャッシュインとなりまし

た。結果、現金および現金同等物の残高は 34 億円となっております。各項目の主な内訳につきま

しては、スライドに記載のとおりとなっております。 

 



 
 

 

こちらは、UA 社単体の実績となっております。 

まず売上高でございますが、1,541 億円、前期比 110.6%、売上総利益率は前年と同水準の 52%、

既存店売上高前期比は、小売、ネット通販とも、前年を超過し、小売プラス、ネット通販で

106.8%、買上客数は前期比 103.9%、客単価は前期比 102.5%となっております。 

価格の見直しなど客単価を上げながら引き続き、客数を落とすことなく売上拡大を図れており、イ

ンフレ環境下において、お客様のご支持がいただけていると捉えております。 

 

こちら、単体売上高のチャネル別の詳細でございます。 

ビジネスユニット計が 1,297 億円、前期比 109.9%となっております。そのうち小売は 870 億円、

前期比 110.8%、ネット通販は 405 億円、前期比 108.7%、売上比は 25.8%となっております。こ

ちらは在庫配分の適正化が進み、自社 EC サイト、他社モールともに好調な実績となっておりま

す。 

積極的な在庫配分で他社モール合計売上高も、前年の 108.2%となりました。アウトレット等につ

きましては、272 億円、前期比 114.7%、売上比は 17.3%となっております。 



 
 

 

こちらは、単体売上高の事業別内訳でございます。 

UA、BY を中心とするトレンドマーケットは売上高 839 億円、前期比 108.8%でした。グリーンレ

ーベルを中心としているミッド・トレンドマーケットは、売上高 457 億円、前期比 112%となって

おります。既存店でも両マーケットとも小売、ネット通販双方で成長が図られております。 

 



 
 

続きまして、グループ会社の概況となっております。詳細はスライドに記載のとおりでございま

す。 

 

こちらは、出退店の状況でございます。 

当連結会計期間の出店は 35 店舗、退店 10 店舗そしてコーエン社の店舗が除外されましたこと

で、当連結会計年度末の店舗数は 273 店舗となりました。以上が 2026 年 3 月期の業績の概況とな

ります。 



 
 

 

続きまして、新年度の業績計画についてご説明いたします。 

売上高は、前期比 101%の 1,661 億円、売上総利益率は前期と同水準の 52.4%。販管費は、前期比

99.9%の 770 億円、売上比は前年から 0.5 ポイント改善の 46.4%を計画しており、結果、営業利益

は前期比 109.6%の 100 億円、経常利益は前期比 108.3%の 100.8 億円、そして親会社株主に帰属

する当期純利益は、前期比 101%の 61 億円を見込んでおります。 

コーエン社譲渡による減収分を、単体、台湾社、上海社の伸びで補い、増収増益となる見通しでご

ざいます。 



 
 

 

売上総利益率は、こちら連結では上期が前年同期から 0.5 ポイント減の 52.2%、下期が前年同期か

ら 0.4 ポイント改善の 52.5%で、通期で前年と同水準の 52.4%を見込んでおります。 

単体はアウトレットにおける過年度在庫の消化拡大を見込み、上期は前年から 0.3 ポイント減の

51.8%、下期はアウトレットの改善を見込みまして、0.4 ポイント改善の 52.3%、通期では前年か

ら 0.1 ポイント改善の 52.1%の見通しでございます。 

台湾社でございますが、こちらは過年度在庫の消化を見込みまして、通期で前年から 1.2 ポイント

の減、上海者につきましては、2 号店の深圳店舗が FC 店のため、売上総利益率の構造が変わりま

して、通期で 12 ポイント減の見込みでございます。上海社の減につきましては、新年度からフラ

ンチャイズ店舗が加わる構造的な変化が主要因のため、次年度以降は大きな前年差は発生しない見

通しとなっております。 



 
 

 

次に、単体売上の計画でございます。 

上期は前年同期比 107.8%の 736 億円、下期は前年同期比 104.6%の 897 億円、通期では前期比

106%の 1,633 億円の計画となっております。 

既存店前年比につきましては、小売、ネット通販合計で上期が 107.7%、下期が 105%で、通期に

は 106.2%の見通しでございます。なお、既存店につきましては、前年実績は、収益認識基準適用

による売上の引き下げが含まれている一方、新年度計画は、この影響による引き下げ分が含まれて

おりません。そのため、実態よりも数ポイント高めの数字が出る傾向があることをあらかじめご了

承いただければと思います。 



 
 

 

次に、出退店の計画でございます。 

単体で出店 15、退店 1 の期末店舗数が 272 店舗、台湾社が 1 店舗の出店で、期末店舗数 15 店

舗、上海社が 2 店舗の出店で、期末店舗数 3 店舗、連結合計では出店 18、退店 1 の期末店舗数

290 店舗となる見通しでございます。 

 

最後に、株主還元につきましてご説明をいたします。 



 
 

2026 年 3 月期につきましては、親会社株主に帰属する当期純利益が修正予想を上回ったことによ

りまして、配当性向基準 40%以上をもとに、期末配当を 60 円から 69 円に増配、年間配当金は前

期から 26 円増配の 89 円、配当性向 40.2%とさせていただく予定です。 

また、2027 年 3 月期につきましては、配当方針に基づき、中間配当 32 円、期末配当 60 円、年間

配当は 3 円増配の 92 円、配当性向 41.2%となる見通しでございます。また併せて昨日発表のとお

り、2026 年 5 月 12 日、本日から 2026 年 8 月 31 日にかけまして、上限 100 万株、そして金額で

は上限 20 億円の自己株買いを行う予定でございます。 

今後も持続的な成長拡大、業績の向上を図ることで、1 株当たりの利益の拡大を目指すとともに、

配当性向 40%以上を目安とした安定的な累進配当、株式分割、自己株取得ならびに消却などの方

策により、株主様価値の極大化を図ってまいります。 

以上が私のパートとなります。どうもありがとうございました。 

三井：続きまして伊東よりサステナビリティの取り組みをご紹介します。 

 

伊東：改めまして、今期より執行役員 CSO ならびに経営戦略本部を担当いたします、伊東と申し

ます。どうぞよろしくお願いいたします。 

私からは直近サステナビリティの取り組みにつきまして簡単にご説明いたします。 



 
 

一つ目は、CDP の評価についてのご報告となります。CDP は企業等の環境活動の代表的なスコア

リング機関でございます。2025 年には 2 万 2,000 社を超える企業が、CDP を通じて環境データを

開示しており、環境報告のグローバルスタンダードとして広く認知されております。 

当社はこの CDP より、取り組みおよび情報開示の透明性が評価され、気候変動分野では初めてリ

ーダーシップレベルとなる A マイナスの評価を獲得いたしました。水セキュリティ分野におきま

しても、2 年連続でリーダーシップの A マイナス評価を獲得しております。今後もこの取り組みを

ブラッシュアップいたしまして、評価を継続していきたいと考えております。 

続きまして再生可能エネルギーの主要拠点割合についてのご報告となります。大手商業施設等にお

ける電力のグリーン化が進み、当社店舗専有部においても導入を開始しております。 

2026 年 3 月期には、新たに 50 拠点が加わり期末時点で、再生エネルギーの使用拠点割合が 41.9%

になりました。こちら 2025 年 3 月末段階より、17.3 ポイントのアップとなります。なお現在算定

中でありますが、これにより Scope2 の GHG 排出量の削減を想定しております。 

8 月の第 1 四半期決算発表までに算定し、開示予定となります。以上が直近のサステナビリティの

取り組みとなります。ありがとうございました。 

三井：続きまして松崎より、前中期計画の振り返りと新中期経営計画についてご説明いたします。 

松崎：改めまして、松崎でございます。私からは前年度最終年度としました中期経営計画の振り返

りと、本年度からスタートしております新中期経営計画の背景について、計画の概要についてご説

明をさせていただきます。冒頭、三井からございましたけれども、本日はお時間の関係もございま

すので概要の説明にとどめさせていただき、詳細につきましては後日予定しております説明会に

て、二度手間であり大変お手数ですが、お話をさせていただきます。 



 
 

 

最初に、前中期経営計画 23 年から 25 年の振り返りについてです。この 3 カ年、UA CREATIVITY

戦略、UA MULTI 戦略、UA DIGITAL 戦略の三つの取り組みを進めてまいりました。 

 

まず UA CREATIVITY 戦略については、既存事業および台湾社が前中期末から大きく成長し、安定

的な拡大を図ることができました。円安やインフレ加速など社会の大きな変化がある中で、当社の

ブランド力を示す売上総利益率についても、前中期末比で 0.8 ポイント改善の 52.4%となり、15



 
 

年 3 月期以降、最高水準となっております。この実績からも、当社の強みは、中高価格帯マーケッ

トにおいて、高付加価値な商品を販売するところにあると再確認でき、低価格帯マーケットをカバ

ーしておりましたコーエン社について、株式譲渡の判断に至りました。 

 

人的資本への投資も継続いたしております。ベースアップの実施や積極的な採用活動を行い、従業

員メンバーの平均年収も増加が図られており、販売メンバーを中心とした人員数の確保やエンゲー

ジメント向上に向けて、教育機会の拡充を行いました。また、新卒社員については、部門ローテー

ションや事業間異動などの活性化に加えて、マネジメント層との対話機会の増加創出に努めた結

果、エンゲージメントスコアの改善、離職率の低減にも繋がっております。 

結果として、人件費の上昇以上の生産性向上が図れたことで、人件費率は前中期末から 1.0 ポイン

ト低減し、人的資本投資が業績向上に繋がっていることが確認できております。 

 



 
 

 

次に UA MULTI 戦略については、中長期を視野に四つの新ブランドを開始いたしました。それぞ

れの売上規模は小粒ではありますけれども、今後の成長の種として捉えております。当社の課題で

ある 20 代の獲得に向けては、ATTISESSION、OSOI について 20 代以下の会員構成比が非常に高

く、全社平均と比較しますと次世代層へのリーチ獲得という課題解決に向けた手応えがつかめまし

た。 

 



 
 

また、海外については、台湾での出店に加えて、中国大陸への出店開始をしたこと、またタイやシ

ンガポールでの展開や、越境 EC の開始など、様々な施策を行っております。連結全体での海外売

上は約 30 億円となり、この 3 年間での平均成長率は 20%を超える状況となっております。新中期

計画においてはさらなる拡大を図ってまいります。 

M&A につきましては、シューシャインサービスのブーツブラックジャパン、ハイエンドウィメン

ズブランドの TELMA が当社グループに仲間入りしております。既にブーツブラックジャパンとの

シナジー創出に向けた取り組みが進んでおり、当社の高感度顧客層に対するサービス強化に繋げて

おります。決して大型案件ではありませんけれども、こうしたコンテンツやブランドは、国内顧客

のみならず、今後当社が海外展開をしていくにあたり非常に有効であると考察をしております。 

 

最後に、UA DIGITAL 戦略については、UA クラブが順調に結果を残しております。アクティブ会

員数は 164 万名を超え、前中期末から 33 万人の会員増加となっております。また会員維持率や

F2 以上の会員比率も着実に増加しており、顧客基盤がより強固になっている状況です。 



 
 

 

中でも優良顧客の会員数、売上構成比の拡大が図れており、年間 10 万円以上お買い上げいただい

ている会員数は、前中期末の約 160%、会員全体売上におけるシェアも 50.9%となっており、こち

らは前中期末比では 4.3 ポイント上昇をしております。会員全体の母数を確実に増やしながら、ロ

イヤルカスタマー比率の拡大も図れております。 

 



 
 

インフラ面では、商品管理基幹システム、UA3.0 への投資や物流センターへの投資も行いました。

これらの期待する定量効果、成果は過去の説明会でもお話をさせていただいているとおりでござい

ますが、始まっております新中期経営計画の中で、段階的に効果を発揮していく方針でございま

す。 

 

これらの取り組みの結果、売上高、営業利益、ROE において、中期最終年度の目標値を達成する

ことができました。 



 
 

 

続きまして、新中期経営計画の背景および土台となる内部環境、外部環境について少し触れさせて

いただきます。 

内部環境については、ただいまご報告いたしました取り組み成果からもこの 3 カ年で改めて、ヒ

ト、モノ、ウツワが当社の強みの源泉であることが確認できました。ヒトの力は、お客様に感動を

提供できる接客販売力、モノの力は高付加価値の商品を調達・開発できる商品力、ウツワの力は高

立地な店舗分と機能的なネット通販サイトです。これらは他社が、容易に真似できない当社の強み

の基盤として、三つが複合的に絡み相乗することで、高いブランド価値と 160 万名を超える高感

度な顧客基盤という非財務資産を生み出しております。 



 
 

 

外部環境については、インフレ環境下が続く中で当社が取り組む中高価格帯の成長期待が高まって

いると感じています。メリハリ消費という言葉で表されておりますように、価格と価値のバランス

を見極めた選択的な消費行動が拡大している中で、日用品や生活必需品は価格の安さにコストパフ

ォーマンスを求める一方で、趣味や娯楽など自己の充実感に繋がる分野については、より良いもの

を求めるお客様が増加していると実感しています。 

この消費行動が当社にとって追い風となっており、トレンドマーケットにおいては、単価上昇を許

容いただけるお客様が増え、ミッド・トレンドマーケットにおいては、中高価格帯において、より

質の高いものを求めるお客様が拡大しています。前中期末と比較しても、トレンドマーケットは、

客単価では 17%の伸長が図れ、ミッド・トレンドマーケットでは、36%ものお客様数の増加が図れ

ております。これらはそれぞれ売上拡大のドライバーとなっており、結果として、いずれのマーケ

ットも高い成長率を残しております。 

当社の主力事業であります。UA、BY、グリーンレーベル、それぞれがこの市況の変化を確実に捉

えることができているという認識でございます。 



 
 

 

海外に向けましては、上海中国大陸 1 号店が高い実績を残しています。初年度の売上は計画を超過

し、平均 5 万円程度の客単価実績となっております。これは UA の六本木店など国内トレンドマー

ケットの高価格帯店舗と同水準で、中国大陸でのポテンシャルの高さを感じています。当社の素材

や縫製、商品クオリティに対する評価もいただいており、オリジナルブランドの動きが好調で、収

益面でも今後期待が持てるスタートとなっております。 

 



 
 

アパレル以外の領域については、当社の主要顧客層である 30 代、40 代のお客様の旅行、レジャ

ー、外食などの分野への消費意欲が高いというデータが出ております。これらは当社 164 万名の

高感度な顧客基盤に対して、ライフスタイル領域の新たな選択肢を提供し、ライフタイムバリュー

を高める可能性を見いだしております。 

 

こうした背景から、新たな中期経営計画においては、当社の強みと資産を生かせる中高価格帯マー

ケットに特化し、国内アパレル、海外アパレル、非アパレル事業において、高感度・高付加価値戦

略を推進していくことといたしました。 



 
 

 

こちらの図は社内の新たなポートフォリオになりますが、中高価格帯マーケットをハイエンド、ト

レンド、ミッド・トレンドと三つに分類し、ハイエンドを UA を中心としたブランド群、トレンド

マーケットを BY を中心としたブランド群、ミッド・トレンドをグリーンレーベルを中心としたブ

ランド群でカバーをしてまいります。 

 

最後に、これらを踏まえました中期経営計画、26 年から 28 年の概要でございます。 



 
 

新中期経営計画のテーマとして、日本が誇る世界に向けた高感度・高付加価値グループになる、を

策定いたしました。先ほどご説明をさせていただきましたとおり当社は高い接客力と、付加価値を

伴った調達、開発力、そして実店舗網と機能的なネット通販という、ヒト、モノ、ウツワの三つの

競争優位性を有しております。これらに加えて、高いブランド価値および、高感度の顧客基盤とい

った非財務資産を強みとしております。これらの強みを最大限に生かし、中高価格帯マーケットに

おいて高感度・高付加価値な戦略を推進してまいります。 

国内アパレル事業におきましては、高感度顧客満足 No.1 ブランドになる、をテーマに掲げ、既存

事業を中心とした成長戦略を推進いたします。さらなる売上高の成長と、売上総利益率の改善を図

り、シェアの拡大と収益性の改善を両立させます。 

海外アパレル事業においては、高感度顧客を世界に広げる、をテーマに、中国、台湾を中心とした

出店拡大に加え、その他グローバル市場を視野に入れた卸展開なども進め、海外売上の拡大を図っ

てまいります。 

最後三つ目に、アパレル以外も含めたライフスタイル領域においては、高感度顧客との新たな接点

を築く、をテーマに、M&A の積極展開を視野に入れつつ、当社の顧客基盤に対して、新たなライ

フスタイル提案が可能な事業展開を進めてまいります。 

以上が概略となりますが、前中期経営計画立案時と現在におきまして、内部環境、外部環境ととも

に大きな変化がめまぐるしく起こっているという状況、この変化を受け、低価格帯マーケットであ

りましたコーエン事業を譲渡しつつ、当社の強みを生かし、さらに成長余地の高い中高価格帯マー

ケットに経営資源を集中しつつ、M&A も含めた非アパレル市場の取り込みを視野にホールディン

グス化に向けた準備を進めています。 



 
 

 

これらを背景に、長期の売上目標を従前の 2,500 億円から 3,000 億円に上方をいたしました。その

長期に向けたマイルストーンとなる新中期経営計画においては、29 年 3 月期に連結売上高 1,850

億円から 1,950 億円、営業利益は 115 億円から 125 億円、ROE は 14.3%から 15.7%の達成を目指

してまいります。 

まだまだご期待にお応えできてないところが多分と思いますが、前中期計画も達成し、確実に目的

目標に向かって進んでおります。 

新中期経営計画でも、さらにお客様満足の獲得を通じて成長を図ってまいりますので、引き続きの

ご支援のほど、何卒よろしくお願い申し上げます。 

私からは以上でございます。 

 


